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県では平成 13年度に「かながわボランタリー活動推進基金 21」（以下「基金 21」という。※１）

を設置し、ボランタリー活動を支援してきました。 

平成 28 年度から、基金 21 のメニューの一つである協働事業負担金（※２）に県がボランタリ

ー団体等と協働して対応を図るべき喫緊の地域課題(以下「課題」という。)を庁内から募集し、

事業を実施する「特定課題枠」を設けました。 

今回、平成 30 年度の事業実施に向け、この特定課題枠の「課題」の募集を行いますので、積極

的な提案をお願いします。 

 

※１ 基金 21の４つの事業 

 ①協働事業負担金  

  ※２を参照 

 ②ボランタリー活動補助金 

  地域課題の解決のため、ボランタリー団体等が単独で取り組む事業に補助する事業 

 ③ボランタリー活動奨励賞 

  他のモデルとなるような活動で継続発展が期待できる活動に取り組んでいるボランタリー

団体等を表彰する事業 

 ④ボランタリー団体成長支援事業 

  ボランタリー団体が自立的かつ安定的に活動できるよう、県が中間支援組織等にその支援

を委託する事業 

 

※２ 協働事業負担金 

（対象事業） 

地域社会にとって必要な公益的事業で、ボランタリー団体等と県とが対等な立場でパート

ナーシップを組んで行えば一層の効果が期待できると考えられる事業 

  （限度額・期間） 

上限 1,000万円／年 最長５年間（年度ごとの審査あり） 

  （対象者） 

県内で活動を行っている次のボランタリー団体等 

・特定非営利活動法人 

・一般（公益）社団法人 

・一般（公益）財団法人 

※基金 21 の条例改正により、ボランタリー団体等に一般（公益）社団法人及び一般（公

益）財団法人が加わりました。（平成 29年 4月 1日施行） 

・任意団体 

・個人 

  （事業の募集） 

   一般部門：分野の限定なし   特定課題枠：課題に対応する事業 

  （実施事業の決定） 

県の附属機関である「神奈川県ボランタリー活動推進基金審査会」（以下「審査会」とい

う）への諮問、答申を経て決定 

 

かながわボランタリー活動推進基金 21・協働事業負担金 

平成 30年度実施 特定課題枠の「課題」を募集します 

かながわボランタリー活動推進基金 21・協働事業負担金「特定課題枠」募集案内 

参 考 
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協働事業負担金「特定課題枠」の概要 

 

１ 事業スキーム 

 (1) 課題の設定及び事業の提案募集 

県がボランタリー団体等と協働して対応を図るべき喫緊の地域課題を庁内から募集し、審 

査会への諮問・答申を経て、毎年設定する。設定された課題を解決するための事業の企画提 

案をボランタリー団体等から募集し、県との協働により実施する。 

 (2) 負担金交付額（１件あたり） 

    上限 1,000万円／年 基本３年 最長５年 

 (3) 効果検証 

    制度開始３年目（H31）に制度の効果検証を実施（必要に応じて見直し） 

 

２ 特徴 

 (1) 庁内提案に基づき課題を設定するため、県が主体的に事業に関わることができる。 

 (2) 課題の募集から協働事業の実施まで約１年のため、スピード感のある事業実施が可能 

(3) 課題は多分野にわたる県政課題として設定するため、ボランタリー団体等の自由な発意が 

活かされた事業提案を募ることができる。 

(4) 新規事業枠として毎年度３千万円を確保（予定）するため、ボランタリー団体等と協働し 

て、新たに実施しようとする事業に活用できる。 

(5) 毎年、複数の課題を設定するため、部局横断的な課題や、中長期で取り組むべき課題に柔 

軟に対応できる。 

 

３ 募集内容 

  ■ 募集する課題は、神奈川県内において、県とボランタリー団体等とが協働し、課題解決を 

図ることが特に期待される地域の課題です。（事業実施は平成 30年度） 

 

■  緊急性や広域性のある課題、市民目線に立った社会的ニーズの高い課題、行政では未だ 

十分な取組みが行われていない課題を積極的に提案してください。 

 

■ 平成 28 年度に提案済みの課題でも、採択の有無に関わらず、再提案することができます。 

 

（参考）平成 28年度の特定課題と、事業提案件数・審査通過件数の状況 

 

課題（テーマ） 

 

提案所属 

ボランタ
リー団体
等からの
事業提案
件数 

書類審
査通過
件数 

プレゼ
ン審査
通過件
数 

子どもの貧困対策 子ども家庭課 ３ ０ ０ 

地域における障害者スポーツの普及促進と

「かながわパラスポーツ」の推進 
 

スポーツ課 

特別支援教育課 

生涯学習課 

１ １ １ 

生活困窮者の自立支援ネットワークの形成 生活援護課 ２ １ １ 

空き家の利活用など住宅地のエリアマネジ

メントによる地域の魅力の向上・創出 

住宅計画課 ７ ３ １ 
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４ 募集期間等 

 (1) 募集期間 

平成 29年２月 20日（月）～３月 17日（金） 

(2) 提出書類 

課題に関する提案書（第１号様式） 

※参考資料をＡ４、４枚以内としてください。 

 (3) 提出先 

ＮＰＯ等との協働推進者（各局等の企画調整担当課長等）  

 

５ 留意点 

・ 協働事業において、ボランタリー団体等は、県の下請けや委託先ではなく、事業を共に創 

り上げる「対等なパートナー」であることに留意してください。 

 

・ 課題は事業内容ではなく、社会的な解決を必要とする「テーマ」を記入してください。 

（事業の具体的な企画提案は、課題の設定後、ボランタリー団体等から募集します。） 

 

・ 課題を提案した所属には、審査会において趣旨説明を行っていただきます。 

（複数の所属から類似の課題提案があった場合の説明方法等は、別途調整します。） 

 

・ 課題提案所属においては、課題決定後、ボランタリー団体等に、積極的に情報を提供して 

いただくようお願いします。また、課題の決定に係る記者発表を予定していますので、ご  

協力をお願いします。 

 

・ボランタリー団体等への募集説明会（７月頃）の際に、課題提案所属に、課題の趣旨説明

等をお願いする場合がありますので、ご承知置きください。 

 

６ 課題の決定 

 (1) 提案された課題は、事務局（ＮＰＯ協働推進課）と提案所属で調整後、各局等の企画調整

担当課長等で構成する「ＮＰＯ等との協働の推進に関する庁内推進会議」で整理し、審査

会に諮問します。なお、審査会で修正意見が出される場合があります。(その場合は、文言

の調整等をさせていただくことがあります。) 

 

 (2) 審査会の答申を踏まえて課題を決定し、グループウェア等を通じて各局等に周知します。 
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７ 特定課題の選定から協働事業の選定までの流れ 

 

 ■特定課題の選定（事務局：ＮＰＯ協働推進課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■協働事業の選定（事務局：かながわ県民活動サポートセンター） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧プレゼンテーション審査 
平成 29年 10月頃 

⑦書類審査 
平成 29年８月～10月頃 

 

提案された事業の中から、プレゼンテーション審査に進

む事業を選考 

公開で行うプレゼンテーションや質疑を参考に、審査会

において、「協働事業として県と協議を行うことがふさ

わしい事業」を選考 

⑤で決定した課題について、県と協働して事業を行うこ

とを希望するボランタリー団体等が協働事業提案書を提

出  

※ボランタリー団体等向け募集説明会開催（平成 29年 7月頃） 

 

⑥協働事業負担金 

事業提案の募集 
平成 29年６月下旬～７月中旬 

プレゼンテーション審査で選考された事業について、ボ

ランタリー団体等と県の担当部署が協議 

⑪最終審査・決定 
平成 30年２月～３月頃 

 

⑨の協議結果、⑩の交付申請に基づき、審査会の最終審

査を経て、負担金を支出することが最適な事業を決定 

⑨協議 
平成 29年 1１月～平成 30年１月頃 

⑫事業実施 
平成 30年４月～ 

 

⑩交付申請 
平成 30年 1月頃 

 

協議の結果、協働して事業を行うことが可能であると判

断された場合は、ボランタリー団体等が負担金交付申請

書を提出（協議不調の場合は、ここで終了） 

審査会の答申を踏まえて課題を決定し、グループウェア

等で周知・記者発表 

③審査会への諮問 
平成 29年 4月 26日 

整理した課題を審査会に諮問 

⑤課題の決定・発表 
平成 29年 5月中旬 

④審査 

平成 29年 4月 26日 

①課題の募集 
平成 29年 2月 20日～3月 17日 

各所属がＮＰＯ等との協働推進者を通じて提案書を提出 

諮問された内容に基づき、審査会において審査 

（課題提案所属による趣旨説明） 

②課題の整理 
平成 29年 3月下旬～4月上旬 

事務局と提案所属で調整後、「ＮＰＯ等との協働の推進

に関する庁内推進会議」において課題を整理 


